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地方自治体に対する地方自治体に対する
アンケート調査結果（速報）

－資料４－

※集計作業中であり、今後、データの更新等を行う予定



地方自治体に対するアンケート調査の概要

地方自治体における社会資本の維持管理・更新の課題を把握

目的

地方自治体における社会資本の維持管理・更新の課題を把握
地方自治体における社会資本（国土交通省所管）の維持管理・更新の取組について、その実態と課題
を把握することを目的に、都道府県、政令市、市区町村に対してアンケート調査を実施。
※アンケートの実施に先立ち、少数の地方自治体に対して事前ヒアリングを行い、実施方針、アンケート項目を精査。

アンケートの実施方法 アンケートの調査内容
※集計作業中であり、速報では赤字の４項目について報告

実施方法

都道府県、政令市、市区町村に対してアン
ケートを依頼し、メールで回答を送付

①公共施設の管理体制と課題

②公共施設の実態把握状況と課題

地方公共団体における公共施設の管理体制を把握するとともに、管理に
あたり有する課題を把握

実施期間

平成２４年１２月１３日～平成２５年１月１８日 ③中長期的に維持管理・更新に必要となる費用の
把握（推計）状況

地方公共団体が所管の公共施設の実態をどう把握しているのか、実態把
握にあたり有する課題とあわせて把握

地方公共団体において 公共施設の老朽化の進行に伴い増加が推測さ

アンケートの回答率

都道府県
④公共施設の老朽化が進む中での懸念事項

地方公共団体において、公共施設の老朽化の進行に伴い増加が推測さ
れる維持管理・更新費について、中長期的な見通し（推計）を有している
のか把握

公共施設の老朽化の進行に伴い、地方公共団体においてどのような懸
念を有 る か把握

４８．９％（母数 ４７）

政令市

その他市区町村
（その他の市町村、特別区）

⑤適切な維持管理・更新に当たっての施策・取組

念を有しているのか把握

予防保全やマネジメントの導入、先端技術の活用、技術者の育成等、適
切に維持管理・更新を行うにあたっての地方公共団体の施策・取組状況
について把握

数

５０．０％（母数 ２０）

４１．８％（母数 1,722）

総計

注） 回答率は１月１８日時点における集計結果から算出
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⑥維持管理・更新において国に求める事項
技術的助言・支援や財政的支援、基準・マニュアルの整備等、地方公共
団体が国に求める事項を把握

４２．０％（母数 1,789）



③中長期的に維持管理・更新に必要となる費用の把握（推計）状況

貴団体が管理されている公共構造物 公共施設（全体）について 中長期的に必要となる貴団体が管理されている公共構造物・公共施設（全体）について、中長期的に必要となる
維持管理・更新費を把握していますか？（１つ選択）

21.7% 13.0% 30.4% 34.8%都道府県

過去の投資実績や構造物等の耐用年数の

ほか、構造物等の老朽化の実態やこれまで

の維持管理実績を踏まえ、より実態に即し

た推計を実施している（N=23）

11 1% 22 2% 22 2% 44 4%政令市

た推計を実施している

過去の投資実績や構造物等の耐用年数等

から必要となる費用を推計している

（N 23）

11.1% 22.2%

6.4%

22.2% 44.4%政令市 から必要となる費用を推計している

（N=10）

4.7% 19.9% 69.1%
その他

市区町村
推計は実施していないが、過去の投資実績

等から必要となる費用の見通しを大まかに

想定している（N=716）

5.3%

6.8%

20.3% 67.7%総数 どの程度の費用が必要となるのか、把握し

ていない（N=749）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④公共施設の老朽化が進む中での懸念事項

貴団体において 公共構造物 公共施設の老朽化が進行する中で 今後懸念されること貴団体において、公共構造物・公共施設の老朽化が進行する中で、今後懸念されること
は何ですか？（複数選択）

43.5%
82.6%

78.3%
34.8%

95.7%
8.7%

4 3%

都道府県

予算の不足等により、構造物等の機能・サー

ビス水準が低下する

予算の不足等により、構造物等の機能・サー（N=23）

20.0%
70.0%

60.0%
50.0%

4.3%
0.0%

政令市

予算の不足等により、構造物等の機能 サ

ビス水準低下のほか、安全性に支障が生じる

老朽化する構造物等が増加し、適切に維持管

理・更新を行うための職員数が不足する

26.3%
86 3%

80.0%
40.0%

0.0%
0.0%

政令市

老朽化する構造物等が増加し、適切に維持管

理・更新を行うための技術力が不足する

増加する老朽化構造物等への対応により 新

（N=10）

86.3%
67.6%

37.6%
68.4%

24.2%
1.4%
0.4%

その他

市区町村

増加する老朽化構造物等への対応により、新

規投資が困難となる

増加する老朽化構造物等への対応により、既

存構造物等の統廃合が必要となる
（N=716）

26.7%
86.0%

67.8%
37.7%

69.4%
23.9%

総数

存構造物等の統廃合が必要となる

その他

（ ） 1.5%
0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

構造物等の老朽化が進行しても対応可能で

あり、特に問題はない
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（N=749）



⑤適切な維持管理・更新に当たっての施策・取組（１）

○予防保全（維持管理 更新費の縮減）

貴団体において、維持管理の効率化や維持管理・更新費の縮減に向けて、全庁的に取り
組まれていることは何ですか？（複数選択）

○予防保全（維持管理・更新費の縮減）

21.7%
60.9%

4.3%
都道府県

予防保全による維持管理の取組を進めている

30.0%
50 0%

8.7%
8.7%

39.1%
13.0%

都道府県

予防保全による維持管理の取組を進めており、構

造物等の長寿命化に向けた計画・指針等を策定し

ている

（N=23）

50.0%
10.0%
10.0%
10.0%

30.0%
10.0%

政令市
分野横断的な維持管理計画を策定している

分野横断的なアセットマネジメントに取り組んでい

る

（N=10）

17.3%
42.3%

4.9%
1.5%

0.0%
15.1%

34 4%

その他

市区町村

る

維持管理の効率化に向け、最新技術の導入のた

めに提案型の入札方式を導入している

（N=716）

17.6%
43.0%

4.9%
1.9%

0.4%

34.4%

総数

その他

特に取組は行っていない

（N=716）

16.0%
33.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 4

（N=749）



⑤適切な維持管理・更新に当たっての施策・取組（２）

○技術者の育成 確保

貴団体において、適切な維持管理・更新のために取り入れている人材育成、推進体制の
整備に関する取組は何ですか？（複数選択）

○技術者の育成・確保

52.2%
43.5%

8.7%
都道府県

全庁的に維持管理・更新に関する知見習得に向

けた研修制度を設けている

30.0%
60 0%

0.0%
26.1%

21.7%
8.7%

都道府県 けた研修制度を設けている

全庁的に国や他機関等における維持管理・更新

に関する知見習得に向けた研修制度を活用して

いる

（N=23）

60.0%
30.0%

20.0%
20.0%

0.0%
20.0%

政令市

る

維持管理・更新に専任する職員を配置している

維持管理・更新にあたる職員（技術職員等）を積

（N=10）

1.3%
38.8%

7.1%
4.7%
4.1%
6.1%

その他

市区町村

維持管理 更新にあたる職員（技術職員等）を積

極的に採用している

外部の技術的知見や人材を活用する仕組みを

導入している
（N 716）

3.2%
39.3%

7.5%
4.8%
4 9%

51.7%

総数

その他

（N=716）

4.9%
6.5%

49.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

特に取組は行っていない
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（N=749）



⑥維持管理・更新において国に求める事項

56.5%
39 1%

長寿命化計画等に基づく予防保全的管理の導入

貴団体における取組の推進に向け国に支援を期待するものは何ですか？（複数選択）

39.1%
65.2%

34.8%
21.7%

78.3%
26.1%

34.8%
100.0%

13.0%
0.0%

3%

都道府県

長寿命化計画等に基 く予防保全的管理の導入

点検、診断、補修、更新のPDCAサイクルによる維

持管理・更新の実施

職員の技術力向上に向けた実地研修等の実施
（N=23）

55.6%
44.4%

66.7%
44.4%

22.2%
66.7%

22.2%
22 2%

4.3%

政令市

職員 技術力向 向け 実地研修等 実施

維持管理・更新に対応するための人材（職員）の育

成

維持管理・更新に対応する委託業者の技術やスキ

48.0%
25.4%

35.8%
31.4%

22.2%
100.0%

11.1%
0.0%

11.1%

その他

ルの向上

効率的な維持管理・更新のためのマニュアル等の

策定

構造物・施設の現状（老朽化状況等）に対する行政

（N= 9 ）

48 4%

31.4%
15.1%

52.5%
15.6%

8.6%
88.9%

5.4%
2.0%
0.6%

その他

市区町村
担当者の適切な理解の促進

構造物・施設の現状（老朽化状況等）に対する利用

者の適切な理解の促進

維持管理・更新に活用可能な国等からの交付金等

（N= 710）

48.4%
26.0%

37.1%
31.7%

15.4%
53.5%

16.0%
9.6%

89.4%
5.7%

1 9%

総数

の拡充

維持管理・更新に対する民間資金の導入

その他（N= 742）
1.9%
0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% よくわからない
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